































のもと, 全国各地においてクラスターによる地域産業振興が展開されている｡ 本章では, 成功
事例として全国的に注目を浴びている, 福岡県における先端システム開発クラスターを
取り上げ, その実態の把握と成功の要因を探ることにする｡








おいて福岡の頭脳拠点化を推進してきた｡ その結果, 活発な研究開発活動, 積極的なシステム
開発人材育成等によって, システム開発関連企業の集積拡大を実現し成功モデルと
目されている｡















づき, 文部科学省により, 年度より開始された｡ ｢第期科学技術基本計画｣ では, 知的ク
ラスターを ｢地域のイニシアティブの下で, 地域において独自の研究開発テーマとポテンシャ
ルを有する公的研究機関等を核とし, 地域内外から企業等も参画して構成される技術革新シス
テム｣ と定義している｡ より具体的には, 知的クラスターとは, 地域において産学官の共同研
究体制や人的ネットワークが形成され, 核となる大学等の有する独創的な技術シーズと企業の
実用化ニーズが相互に刺激し合い, 持続的にイノベーションが創出される仕組みが組み込まれ




また, 従来の産業集積と対置するものとして, クラスター自体は, 産学官の網の目のような
ネットワークのもと, イノベーションの連鎖によって新技術, 新事業等が創出され, 外部から











ムで事業を実施することを求めている｡ 大きく分けて, ①産学官共同研究等の実施, ②地方公
共団体や関係府省の関連施策等の活用, ③知的クラスター本部の設置等のつのメニューの実




施が求められている｡ ③については, 事業実施の司令塔となる知的クラスター本部の設置 (本
部長, 事業総括, 研究総括等の配置), 専門性を重視した科学技術コーディネーター (目利き)
の配置や弁理士等のアドバイザーの活用, 研究成果の発表等のためのフォーラム等の開催が求
められている｡





レット』 及び 『地域イノベーションクラスタープログラム平成年度版パンフレット』 文部科学省科
学技術・学術政策局, 『平成年度知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期)中間評価報告書』 文部科学省科
学技術・学術政策局, 年月, 『平成	年度知的クラスター創成事業について』 文部科学省科学
技術・学術政策局, 
年月による｡
関に対し, 地域当たり年億円程度の予算措置が講じられた｡ 第Ⅱ期 (年度から年間)
では第Ⅰ期の成果を踏まえ, 地域の自立化を促進しつつ, 経済産業省を始めとする関係府省と
連携して, ｢選択と集中｣ の視点に立ち, 世界レベルのクラスター形成を強力に推進すること
を目指した｡ 年度開始地域を含めて地域において実施され, 地域当たり基本事業 (メ
インの事業)に～億円程度の予算措置が講じられた｡ 戦略的に国内外の他地域との連携関
係を構築するため, 広域化プログラムとして基本事業 (関係府省連携枠を除く)の半分を上限













































本部長	末吉興一 (北九州市長), 事業総括	景山孝雄 (前・日本電気エレク
トロンデバイス主席技師長), 研究統括	国武豊喜 (北九州市立大学副学長)
核となる大学 九州工業大学, 早稲田大学, 北九州市立大学
研究テーマ ①新構造, ②アプリケーション
, ③ユビキタスセンサネットワーク




(出所) 『知的クラスター創成事業終了評価報告書 (平成年度終了地域)』 年月より作成｡
) 以下において福岡県における第Ⅰ期知的クラスター創成事業については, 前掲 『知的クラスター創
成事業平成年度版パンフレット』, 『知的クラスター創成事業終了評価報告書 (平成年度終了地
域)』 文部科学省科学技術・学術政策局, 年月, 『知的クラスター創成事業自己評価報告書 (福



















用したベンチャー起業が社あり), 新製品の創出が件あった｡ また, 年間で特許出願
が国内件, 海外件, 試作品が件, 成果が他事業に採択されたものが件を数えた｡
文部科学省に設置された委員会による知的クラスター事業終了評価によれば, 福岡システム
設計開発クラスターと北九州ヒューマンテクノクラスターはそれぞれ, の総合評価
(から, , の	段階評価)を受けた｡ なお, クラスター形成において, は ｢本事業の







育成, 研究開発支援, ベンチャー育成・支援, 産学連携の点で一定の成果を上げている｡｣ と
   
――
) 企業名とベンチャーを創出した研究テーマは次の通りである｡ (有)ペプチドサポート (センシング
技術), (株)(新構造), (有)ビー (生活・安全システム), (株)(環境システム),

















情報通信のままであるが, クラスター拡大の結果, クラスター名から設計が外された｡ ク
ラスター本部は, 第Ⅰ期と同じく本部長に麻生渡福岡県知事, 研究総括に安浦寛人九州大学副
学長が就き, 新たに大津留榮佐久氏 (日本等にかつて在籍) が事業総括に就任した｡ 第Ⅰ
期と同じく中核機関に (財)福岡県産業・科学技術振興財団 (ふくおか) を指定し, 核とな
る研究機関は九州大学, 福岡大学, 九州工業大学 (北九州市, 飯塚市), 早稲田大学 (北九州市),
北九州市立大学の大学で構成された)｡
() シリコン・シーベルト福岡構想
世界の半導体の割以上を生産・消費するシリコン・シーベルト地域 (図) において, 半
導体産業の中でも高い付加価値を生み出すものと期待されている, 先端的なシステムの
開発に焦点を当て, 世界をリードするクラスターの形成を目指しているのがシリコン・シーベ
ルト福岡構想である｡ シリコン・シーベルト地域は, 東アジアのなかでも福岡 (九州), 京畿


















て約倍の水準に達し, 今も会員数は増大を続けている)｡ 推進会議では研究開発支援, ベン
チャー育成・支援, 人材育成, 交流・連携促進の本柱の事業により, 先端システム開
発クラスターの形成と集積促進を目指している｡
本柱の主な事業を具体的にみると, 次の通りである｡ 研究開発支援については, 第Ⅱ期知
的クラスター創成事業による中核研究開発プロジェクトの実施, 及びその成果を活用した多様
な外部資金の獲得による, 更なる研究開発の推進が事業内容となっている｡ ベンチャー育成・



















フレット』 年月, 『福岡先端システム開発クラスターパンフレット』 年月, 『知的







る, ひびきの半導体アカデミーを実施している｡ 交流・連携促進については, シリコン・シー
ベルトサミット福岡の開催のほか, 国際・広域展開促進チームの設置 (第Ⅱ期知的クラスター








を実現するため, ①戦略的研究開発の推進, ②人材育成機能の強化, ③国際展開力の強化の	
つの戦略を柱に据えた｡ より具体的には, ①先端的に関する研究開発を活発化させるた






の企業立地面での優位性を挙げることができる｡ まず, 研究・教育の側面からみると, 多数の
研究者を擁する九州大学, 九州工業大学, 北九州市立大学, 早稲田大学との研究面での連
携の可能性である｡ また, 福岡県は国立大学理工系定員数が全国位であり, 県全体で約万
千人の大学生を輩出し, そのうち	分のが理工系であり, 研究者・技術者の人材プールが

















能の集積がみられる｡ 一方, 飯塚市では九州工業大学, 	
トライバレーセンター等の学
術・研究開発機能を活用し, ｢情報産業都市｣ を目指している｡ 福岡ソフトリサーチパークは,
市の西部に位置する国内屈指の情報通信関連企業の集積地であり, 国内外の大手コンピュータ
メーカーや地場情報通信関連企業を中心に約社が立地し約万人を雇用している｡ 福岡シ












   
――
) 『北九州学術研究都市パンフレット』 年月, 北九州学術研究都市	ページ, 
 !"	#$%, 年月&日取得による｡
基盤技術 (組込みソフトウェア, 情報通信), ②アプリケーション (自動車, バイオ等センサ,
ロボット), ③実装技術等 (実装, 設計, 先端材料) の重点分野において実施されてい
る｡ 研究開発プロジェクトのシステム・レベル・インテグレーションを目指し, 研究シーズの




研究テーマをみると (表), 基盤技術がテーマ, アプリケーションがテーマ, 実装
技術等がテーマとなっており, 先端システムの開発を標榜している割にはアプリケー


































ており, 大学のうち, 特に九州工業大学の存在感が大きくなっている｡ また, 九州工業大学
は自動車, 九州大学は情報通信, 早稲田大学は設計の分野の研究シーズにおいて優位な
立場にあったことから, それぞれの分野においてテーマ, 	テーマ, 	テーマのプロジェク
トマネージャーを務めている｡ 研究開発プロジェクトには, 半導体メーカーである大手企業の
東芝と東芝セミコンダクター社, 日本電気とルネサスエレクトロニクス, 富士電機ホールディ





















































































ングスを始め, 県外の大手企業, さらには九州の地場企業, ベンチャー企業など多彩な企業の
参加をみることができる｡ その結果, 第Ⅱ期知的クラスター創成事業への参加機関は延べ
































































































































会議総会資料』, 前掲 『知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期) 中間評価 福岡・北九州・飯塚地域自己評





























	年月に設立され, 半導体関係の中小・ベンチャー企業等に対し, 技術・市場の評価, 投
資・融資元へのプレゼンテーション・面談会, コンサルティング等の事業を実施している｡ 福
岡大学の友影教授が理事長を務め, デバイス実装研究会, 半導体実装国際ワークショップの中



















   
―
―
) 九州ベンチャーパートナーズページ, , 半導体目利きボードページ,
 !"#", 九州組込みソフトウェアコンソーシアム ページ, 
$%!!&%'&$%!(%, (すべて年月日取得)による｡
	) 以下において人材育成等については, 前掲 『平成年度福岡先端システム開発拠点推進会議
総会資料』, 前掲 『知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期) 中間評価 福岡・北九州・飯塚地域自己評価報































システム情報科学研究院等に所属), 専任が名, 特任が名 (競争的研究資金で雇用)所属し,
設計技術研究部門, 高信頼化技術研究部門, ソフトウェア技術研究部門, 応用システム研究部
門 (年時点)で構成された｡ 大型予算の研究として, 経済産業省のデジタルコミュニティ実




















れる｡ これをみると, 過去年間で製品化件, 製品販売件と実用化・事業化が顕著に進








ることを示している｡ さらに, 時系列的にみると, 特許出願を除き, 全ての項目において	
年度から年度にかけて増加傾向を示し, 順調に研究開発が事業化へ向けて進んでいる様子
が分かる)｡
   
――
表 年間の研究開発成果等の実態
年度 年度 年度 合計
製品化 	   
販売実績 ― ― ― 
特許出願 	   	
特許取得    
ベンチャー起業  	 	 
福岡県進出企業  	  








$%, 	年 月 
日取得による｡
) 以下において実績については, 前掲 『平成		年度福岡先端システム開発拠点推進会議総会資
研究テーマ (表) と関連づけて主な製品化例をみると, 年度については次の通りである｡
画像パターンマッチング技術を応用した薬剤過誤防止装置 (研究テーマ), 置くだけで無線
エリアを簡単に拡大できる中継機能を有する小型のアクセスポイント機器 (研究テーマ
), 全方位車輪を適用したロボット用のモータ制御基板 (研究テーマ	), ネットワークでつ
ながれた電子錠を統合的に管理するための入退室管理用制御ボード (研究テーマ
) が挙げら
れる｡ また, 研究テーマと関連づけて主な販売事例をみると, 過去	年間の実績は次の通りで
ある｡ 実装評価用)チップ・)チップ (研究テーマ
, 販売(株) ウォル
ツ), )コンバーター及び ｢)｣ (研究テーマ, 販売キャッツ (株)), 小型
)装置 (研究テーマ, 販売九州計測器 (株)), 及び研究テーマ
による 	)技
術を用いた入退室管理システム (販売(株) インターエナジー),  技術を用いたスタン
ドアローンタイプ	モード電子錠 (販売アルファーデザイン (株)),  技術を用いた地
域電子マネーシステム (販売オムロンソフトウェア (株)) が挙げられる｡ 億円以上の売り
上げを達成できた製品が出てくるとともに, 特許等の知的財産の対価として	件の収入が大学
等にもたらされた｡ なお,  はサービスの供給を管理する仕組み＝サービスの!とい
える, 価値と権利の流通システムである
)｡
一方, 特許出願・取得の内訳は, 年度において国内出願	"件, 海外出願#件, 国内取得






スタート時点を除き, 年社と順調に推移している｡ 年月に$ (株) (研究テー




料』, 前掲 『平成年度福岡先端システム開発拠点推進会議総会資料』, 前掲 『知的クラスター















(研究テーマ), 年月に東京ドロウイング (株) (研究テーマ), 年月に (株)ホリ
バアイテック (研究テーマ), 年月に (株)イイガ (研究テーマ), 年月にウィンワ
ンズウェイ (株) (研究テーマ) が福岡県へ進出した｡ アルファーデザイン (株), 東京ドロウ




ている事業が件, その他が件, 年度において実施されている｡ なお, 後述する経済産
業省の事業は直接的に知的クラスター創成事業によるものでなく, 間接的成果に基づくもので
ある｡ まず, 前者については, 総務省の先進実証実験事業 (年度, 事業費約億円)
により, 大規模複合商業施設全域を無線インターネット空間化し, 先進的サービスの実証実験




れに伴う安心・安全性の検証 (～年度, 事業費約億千万円), バングラデシュにおけ
るマイクロクレジットの運用基盤の情報化と通帳のカード化の検証 (～年度, 事業費





ンルームに開設以来累計社が入居し, うち社が卒業した｡ また, ベンチャー企業や
県外企業のスタートアップの場となっているシェアードオフィスに開設以来累計社が入居
し, うち社が卒業した｡ 年月時点において, 入居企業数はインキュベーションルー
   
――
ムが社 (室, 入居率％), シェアードオフィスが社 (入居率％)である｡ 入居企
業の業種別内訳は半導体設計が社 (％) と最も多く, 半分以上を占め, 次いで支援会社







時間へと増加し, 活発な利用実績となった｡ この設計試作センターを利用した, これまでの製
品開発事例として, (株)のロジック不揮発メモリ), (株) ロジックリサーチのス





開発資金 (年千万円以内, 最長年)を提供するものである｡ 年度の実施テーマは件で,

(株) の小型無線中継装置の製品化・量産化と, アルファーデザイン (株) の
対応制御基板とその応用製品の開発に対し支援が実施された｡ なお, それぞれ表の




























の社員教育に採用されたこともあり, 年度に	名となった｡ また, 組込みソフトウェ
ア技術者養成講座は地元企業等に対する地道な広報活動の結果, 年度に過去最大の	
	名






















   
――
展開するため, 年度にバングラデシュのグラミングループと)を締結し, グラミン・
クリエイティブ・ラボを開設した｡ また, 年度に上海交通大学との連携により, 世界で最
も低消費電力のビデオ復号	
の開発に成功するとともに, 韓国電子技術研究院とのセンサ







価が行われた｡ 再び, 対象地域の中でトップの	評価 (	から, , の段階評価) を受
けた｡
その総評において, ｢先端システム	
開発クラスターを目指し, 研究開発, 人材育成, 企




知的クラスター創成事業の数値目標は, 表のように研究開発, 人材育成に関し, 中間達成












) 前掲 『平成年度知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期)中間評価報告書』 による｡
している｡ 事業終了時目標さえも, プロトタイプの試作, 成果の実用化, 組込みソフトウェア
技術者養成数において凌駕している)｡
まさに文部科学省による中間評価で, 高い評価を受けたことが頷ける数値目標の達成状況で










   
――
) 前掲 『知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期)中間評価 福岡・北九州・飯塚地域自己評価報告書』 によ
る｡
) 広域化プログラムも成功を収めており, 戦略的国際連携が進展している｡ 共同研究件, 締
































(注) は研究交流の覚書, は秘密保持契約, は組込みスキル基準｡
(出所) 『知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期)中間評価 福岡・北九州・飯塚地域自己評価報告書』 (公
開版)年月による｡
える増加により, 企業集積の大幅な拡大が達成された｡ しかし, 残り年間で社強のシス
テム開発関連企業の立地を達成するのは, 過去の年々の増加数から見て困難なようにみ
える｡ なお, これについては, 目標を強気に社から社に引き上げた経緯があったこと
を考慮する必要がある｡
集積企業を業種別にみると, 半導体設計社 (	％), 組込みソフトウェア社 (
％),
半導体テスト・実装社 (％) となっている｡ シリコン・シーベルト福岡プロジェクトに
より, 半導体設計企業が割近くを占め, システム設計開発拠点として成長してきたこ
とを示している｡ また, 所在地別にみると, 福岡市に社, 北九州市に
社, 飯塚市に








である｡ また, 半導体先端実装研究評価センターは, 先端のシステム関連製品開発のた







(建屋約億円, 設備約億円), 約億円(建屋約億円, 設備約億円)となっている)｡
先端社会システム実証研究センターは, 社会アーキテクチャー設計としての情報通信システ
ムの開発を目指すとともに, 世界市場を前提としたシステムの開発を目指している｡ 先端的基
盤技術分野 (認証, 無線通信, 組込みソフトウェア)の実証実験設備, 実証実験データやノ
ウハウの提供と蓄積を可能にする実証実験データ蓄積・解析用サーバの導入が予定されている｡
さらに, 通信解析機器や電波暗室等で構成される専用の無線・通信測定室などの設備も導入さ
れることになっている｡ 実証を通じてシステム	の応用製品, 応用ソフトウェア, 応用サー




トが実施され, 国内では九州大学, 福岡女子大学, 北九州工業高等専門学校の学内情報基盤,
久留米市の地域電子マネー, 糸島市の農業情報サービス基盤, 北九州モノレールの情報連携サー











設計ツール・評価ツールの研究開発), 次元実装の設計, 試作, 評価・試験が一貫して行え
る施設・設備・インキュベーションの提供などの役割を担うことになっている｡
設備として, 先端実装である部品内蔵基板の試作ライン, 高密度実装対応クリーンルーム,
高度設計ツール (設計ラボ, サーバ室), 実装機器 (フリップチップボンダー他)及び評価機器
などが整備される｡ これらを活用し, 実装基板 (部品内蔵基板) の標準化, 製造方法, 試









以上みてきたように, 現時点において, 知的クラスター創成事業を上手く活用し, シリコン・
シーベルト福岡構想に基づく, 先端システム開発クラスターの形成に成功しているとい
える｡ その成功の要因をみていくことにより, 三大都市圏以外の地方における, クラスター形
成による地域産業振興のためのヒントを探ってみたい)｡
成功要因のひとつに, 知的クラスター創成事業の本部の中心メンバーであるスリートップの
リーダーシップを挙げることができる｡ まず, 本部長の麻生渡知事は通商産業省へ入省後, 通
商政策局国際経済部長, 近畿通商産業局長, 特許庁長官などを歴任し, 年に福岡県知事











テム研究センター長, 福岡システムカレッジ校長などを歴任し, 九州大学理事 (副





) 前掲 『知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期) 中間評価 福岡・北九州・飯塚地域自己評価報告書』, 平
成年月 (財) 福岡県産業・科学技術振興財団システム部聞き取り調査をベースに成功要因を
考察している｡
) 首相官邸ページ,  , 		年月!日取得による｡
) 産業クラスター計画ページ, "#$%&& , 		年月!日取得による｡
) 九州大学ページ, '$%$($" , 		年月	日取得による｡
おける研究開発のトータルマネジメントを推進してきた｡
つ目は, 知的クラスター創成事業における, 研究シーズの事業化・製品化へ向けた積極的
な取り組みを挙げることができる｡ 各研究開発テーマに対し, 企業集積への寄与, 事業化の見
込みの観点から年回の内部評価, 外部評価を実施するとともに, 研究進捗状況や成果創出状
況等の報告を受け, 今後の方向, 課題解決を協議する研究進捗報告会 (研究代表者から), 研
究員報告会 (中核機関が直接雇用する研究員から), 研究推進部会 (科学技術コーディネーター
から)をそれぞれ月回開催し, 研究開発のプロジェクトマネジメントを確実に実施した｡
また, 知的財産戦略を重視し, 知財関連ガイドラインの制定, 知財評価ツール等の活用によ
る有効な特許の創出・確保のもと, 事業化の際の技術優位性の獲得を目指した｡ さらに, 研究
開発の推進に当たって, テーマ間の連携, テーマごとの市場・企業ニーズを踏まえた達成目標
の設定, テーマごとの分析, ニーズ・アプローチによる研究開発, のつのポイント
を重視した｡
つ目は, クラスター形成における産業分野の設定である｡ 九州はシリコンアイランドと呼
ばれる半導体産業の集積地となったが, かつて半導体産業の企画部門, 設計部門, 研究開発部
門の集積がなく, ｢頭脳なき産業集積｣ と揶揄された｡ シリコン・シーベルト福岡構想はこの
頭脳部門に焦点を当て, 先端システム	
開発におけるクラスターを目指したものであった｡








半導体名, 組込みソフト名, 通信名, 自動車名, バイオ名, ロボット名と,
先端システム	
開発において分厚い研究人材を誇っていた)｡








   
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) 前掲 『平成年度知的クラスター創成事業 (第Ⅱ期)提案書 (福岡・北九州・飯塚地域)』 による｡





また, 津田健二氏が講演 『日本半導体, 再び成長するための世界戦略』 (平成年福岡先端










ビジネスモデル設計, 地域バリューチェーン構築・雇用創出を目指している｡ その際, 研究開
発手法において従来の技術積層型研究開発から社会主導型研究開発への転換が謳われている｡







いるとともに, 節 (), 節 () でみたように, 情報通信分野の研究テーマとにおける
活発な製品化と実証実験の実施等を踏まえて設けられることになったといえる｡ 節 () に挙
げたものだけに限っても, 研究テーマは製品化件, 販売実績件, 進出企業件, 実証実
験件, 研究テーマは製品化件, ベンチャー起業件, 進出企業件, 実証実験件と,













影教授のもとに多数の企業が集結し研究が進められているとともに, 節 () に示したものに







)開発研究等｣ に続き, 年から	年間の第Ⅰ期知的クラスター事業の ｢モジュー
ル設計技術の確立｣, 年から年間の地域新生コンソーシアム事業の ｢高周波部品を内蔵し
たワイヤレス装置開発｣, 年からは第Ⅱ期知的クラスター創成事業の ｢半導体実装プラット








に関連して, 先端社会システム実証研究センター, 半導体先端実装研究評価センターにも, 知
的クラスター創成事業とは別の国費が投入され, 整備されていることに注意を要する)｡ ま














発, 新アーキテクチャー, 新材料のシステム等が生み出されるには, 研究テーマ, 研究
人材が手薄な状況にあるといえる｡
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